
                    

                                  

 
 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項に規定する

定期監査等について、茨城県監査基準に準拠して監査を実施し、同条第９項の規定により、

次のとおり監査の結果に関する報告を決定したので公表する。 
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定期監査等の結果に関する報告 

 

 本報告書は、地方自治法第１９９条第９項の規定に基づき、定期監査等の結果を茨城県議会等に報

告するものである。 

 

第１ 監査の実施状況 

 

   地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項に規定する定期監査等について、「茨城県監

査基準」に準拠し、次のとおり実施した。 

 

１ 監査実施機関 110 機関 

所管部局 監査実施機関名 

総務部 

総務課、未収債権対策チーム、行政経営課、人事課、財政課、管財課、

税務課、総務事務センター、市町村課、知事公室秘書課、知事公室報

道・広聴課 

政策企画部 
政策調整課、計画推進課、地域振興課、交通政策課、情報システム課、

統計課、県北振興局 

県民生活環境部 

生活文化課、女性活躍・県民協働課、環境政策課、環境対策課、廃棄

物規制課、資源循環推進課、水政課、スポーツ推進課、オリンピック・

パラリンピック課 

防災・危機管理部 防災・危機管理課、消防安全課、原子力安全対策課 

保健福祉部 

厚生総務課、健康・地域ケア推進課、感染症対策課、生活衛生課、福

祉指導課、長寿福祉推進課、障害福祉課、医療局医療政策課、医療局

医療人材課、医療局薬務課、子ども政策局少子化対策課、子ども政策

局子ども未来課、子ども政策局青少年家庭課 

営業戦略部 

営業企画課、プロモーションチーム、グローバルビジネス支援チーム、

農産物輸出促進チーム、国際渉外チーム、観光物産課、国際観光課、

販売流通課、空港対策課 

立地推進部 立地推進課、立地整備課、宅地整備販売課 

産業戦略部 
産業政策課、中小企業課、労働政策課、技術振興局技術革新課、技術

振興局科学技術振興課 

農林水産部 
農業政策課、産地振興課、畜産課、農業経営課、農業技術課、林政課、

林業課、漁政課、水産振興課、農地局農村計画課、農地局農地整備課 

土木部 

監理課、用地課、検査指導課、道路建設課、道路維持課、河川課、港

湾課、営繕課、都市局都市計画課、都市局都市整備課、都市局下水道

課、都市局建築指導課、都市局住宅課、鹿島下水道事務所、流域下水

道事務所 

会計事務局 会計事務局 

企業局 
企業局、県南水道事務所、鹿行水道事務所、県西水道事務所、県中央

水道事務所、水質管理センター 

病院局 病院局、県立中央病院、県立こころの医療センター 



議会事務局 議会事務局 

教育庁 

総務企画部総務課、総務企画部財務課、総務企画部生涯学習課、総務

企画部福利厚生課、総務企画部文化課、学校教育部義務教育課、学校

教育部高校教育課、学校教育部特別支援教育課、学校教育部保健体育

課 

警察本部 警察本部 

監査委員事務局 監査委員事務局 

人事委員会事務局 人事委員会事務局 

労働委員会事務局 労働委員会事務局 

 

２ 監査対象年度 

   令和２年度 

 

３ 監査実施期間 

  令和３年４月１日から８月 31日まで 

 

４ 監査の着眼点 

 (1) 予算の執行等の財務に関する事務又は経営に係る事業が、法令等に従って適正に執行されて

いるかどうか等、正確性、合規性の確認はもとより、経済性、効率性、有効性の検証を重視し

監査した。 
   (2) 前年度における定期監査の指摘等監査結果のほか、行政監査、包括外部監査の監査結果に対

する措置等が適切になされているかを確認した。 
   (3) 地方自治法の規定に基づく内部統制実施機関（地方自治法の規定に準じて実施する機関を含

む。）における監査実施時点での内部統制の整備状況及び運用状況に関し、リスクの管理状況を

監査した。 
 

５ 監査の実施内容 

「茨城県監査基準」に準拠し、監査対象期間における財務に関する事務の執行及び経営に係る

事業の管理執行（地方公営企業法の規定により経営するものに限る。）状況について、抽出の方

法により関係書類等との照合をするとともに、必要に応じて現地調査、職員からの事情聴取によ

り監査を行った。 

監査を重点的かつ効果的に実施するため、重点監査項目を定めて監査を実施しており、今年度

は「内部統制の取組状況」を重点監査項目とした。 

また、前年度における定期監査の指摘等監査結果のほか、行政監査、包括外部監査の監査結果

に対する措置等が適切になされているかを確認するとともに、地方自治法の規定に基づく内部統

制実施機関（地方自治法の規定に準じて実施する機関を含む。）における監査実施時点での内部

統制の整備状況及び運用状況について職員からの聴取等により監査を行った。 

 

 

 

 

 



第２ 監査の結果 

 

１ 監査結果の区分 

事務事業の執行に著しく適正を欠き、是正又は改善を求める必要があると認められる事項につ

いては指摘事項とし、指摘には該当しないが、的確な事務の執行等を促す必要があると認められ

る事項については、注意事項とする。 

なお、監査結果には、必要に応じて意見を付することができる。 

また、組織及び運営の合理化に資すると認められる事項については意見とする。 

 

２ 監査結果 

   ア 指摘事項 該当なし 

 

   イ 注意事項 

所管部局名 監査実施機関名 監査の結果 
防災・危機管理部 消防安全課  複数の備品登録の取得価額について、昨年度の監査

において算出誤りにより指導を受けたにもかかわら

ず、内部統制が機能せず、本年度の監査においても同

様の誤りがあったことは適切でない。 
保健福祉部 厚生総務課  保健所整備基本計画策定業務委託について、内部統

制が機能せず、契約事務手続の一部に誤りがあったこ

とは適切でない。 
保健福祉部 医療局医療人材課 看護師等修学資金貸付費の不納欠損処理について、

内部統制が機能せず、財務システムへの入力が遅れた

ため、令和２年度決算において収入未済額が実際より

も多く計上されていたことは適切でない。 
保健福祉部 子ども政策局 

青少年家庭課 
  母子父子寡婦福祉資金貸付金に係る債権回収者変

更の通知に当たり、内部統制が機能せず、納入義務者

の氏名が漏えいしたことは適切でない。 
企業局 県中央水道事務所  建設工事に適用する最低制限価格の範囲について、

誤った範囲を用い入札を執行したことは適切でない。 
 

   ウ 意見   該当なし 

 

   その他の機関においては、指摘、注意又は意見に該当する事項は認められなかった。 


